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The Review of Agricultural Economics 

北海道の酪農地帯における総合農協の

経営効率性とその要因

近藤功庸・出村克彦・山本康貴

The Technical Efficiency of Agricultural Cooperatives 
in Hokkaido's Dairy-farming Region 

Katsunobu KONDO・KatsuhikoDEMURA • Yasutaka YAMAMOTO 

Summary 

This paper analyzes the technical e伍ciencyof agricuItural cooperatives in Hokkaido's d♂η-f;紅rning

region. Its empirical results can be summarized as follows. First，白emean of the techni回Ie血ciency

of agricuItural cooperatives in白isregion was 0.8690 for 1982 and 0.8403 for 1991. Second， correlation 

analysis indicat出血atthe labor productivity of agricuItural cooperatives has a positive infIuence on the 

techniαI e伍ciency，while the cooperative size has no infIuence on the technical e伍ciency.

1.課題

全国農業協同組合中央会は平成6年に行われた

第20回全国JA大会決議(以下，第20回大会決議

と略す)で「強靭な経営体質の構築」を目指し，

合併によるスケールメリットの実現と事業・組織

の改革を通じた抜本的経営改革に加えて，農協の

経営効率の向上に対する具体的な目標，すなわち

西暦2000年に向けて ]Aグループ全体で労働生産

性を30%向上させるという目標を設定した(註 1)。

このような目標が設定されるほどに経営効率の向

上が農協にとって緊急の課題になっている。

ところで農協の経営効率性に関する従来の研究

は，国内においては稲作地帯を対象としたものが

ほとんどである(註2)。従来，酪農家を対象と

した経営効率の研究は行われているが(註 3)， 

酪農地帯における農協を対象とした経営効率の研

究はなされていない。アメリカにおいても牛乳加

工協同組合(Milk Processing Cooperatives )と

牛乳加工会社の経営効率の比較分析をした研究

( Ferrier et al. [5])が散見される程度である。

本稿の課題は，わが国で生乳生産量が最も多い

北海道の酪農地帯の農協における経営効率性を計
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量的に分析することにある。具体的な分析の視点

は次の 2点である。

①北海道の酪農地帯における農協の経営効率性

の水準はどの程度か。

②経営効率性と規模とは関係があるのか。また

労働生産性とはどうか。

そこで，①を明らかにするため DEA法を適用

し農協の経営効率性を計測する。②を明らかにす

るため，規模と労働生産性を具体的に特定化して

経蛍効率値との相関係数を検討したい。

2.分析方法

本稿では複数生産要素・複数生産物の経営効率

性を一括して把握し得る DEA法(註4)を分析

方法として用いる。分析対象となる経営体を意思

決定主体(Decision Making Unit以下， DMUと

略称)と呼び n個の DMUの経営群を想定する。

各DMUは複数個の生産要素と複数個の生産物を

持つ。

各DMUj (j = 1，…， n)ごとに

生産要素 Xjj (iは生産要素の種類を表し，

i = 1，…， m) 



北海道大学農経論叢第53集

生産物 Yrj (rは生産物の種類を表し r

1，…， s) 

とする。

これらを用いて各DM叫ごとに以下のような分

数計画問題を定式化する。
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この分数計画問題の意味は，生産要素と生産物

にそれぞれウ;r..イト Ur， Viをかけた加重和をと

り両者の比率を出す。その値がすべてのDMUに

ついて 1以下という条件の下で経営効率性を得ょ

うとする DMUoの比率を最大にするようにウェ

イ卜 Ur，Viの値を決める。

このとき h。は

0<110 壬1

となり， ho = 1であればDM叫は効率的であり，

110<1であればDM叫は非効率的であると言う。

幾何学的には複数生産要素・複数生産物に関する

効率フロンティアを求めることにより各DMUご

との経営効率性を求めることができる。本稿では，

ここで得られる経営効率性を DEA効率と定義す

る。

さらに，この分数計画問題はすべての生産要素

が非負であるとの仮定の下で以下のように線形計

画問題に変形できる。

目的関数

制約条件

max θ o 玄型?品
m 

F?y品 =1

引ryq-BFm壬O

(2 -2) 

Ur ~ 0 

Vj~O 

上式は通常の線形計画法で解くことができる。

ただし経営効率性には技術効率性，規模効率性，

配分効率性等があるが，本稿で用いる経営効率性

は規模に関して収穫一定の技術効率性を意味して

いる(註 5)。また DEA法による評価は個別

DMUの絶対的な評価基準ではなく，あくまでも

サンプル内における相対的な評価にとどまること

に留意しなければならない。

3.対象とデータ

1)対象

本稿の分析対象は，北海道の酪農地帯に位置す

る総合農協とし，対象年は昭和57年度と平成3年

度とする。平成3年度は最近年として取り上げた。

10年前との経営効率性を比較するため，昭和57年

度も分析する。昭和57年度は保証乳価が初めて据

え置かれた昭和53年と保証乳価が初めて引き下げ

られた昭和61年の中間年に当たる。

北海道における農協数は昭和57年度が274組合，

平成3年度が248組合である。その中から酪農地

帯の農協をピックアップする基準は農協における

全農産物の販売品取扱高合計に占める酪農産物

(生乳，牛乳，乳牛)取扱高合計の割合が40%以

上で(註6)，かっ両年度共通に現れる農協とした。

分析対象農協数は44である。

2)データ

実際に経営効率性を計測する際， i農協の生産

物Jに関する議論が今日においても十分に確定し
ているわけではないが，ここでは既存の研究1茂

野 [22]等)を踏襲し，各事業の事業総利益[千

円]を用いる(註 7)。計測の対象事業は信用，

共済，購買，販売の 4事業としたが，その理由は

これらの事業総利益が農協全体の総利益の80%以

上を占めることによる。生産要素は労働と資本と

した。ただし，労働はフロー量である労働時間を

用いるべきであるが，資料の制約上得られず，次

善の選択としてストック量の職員数(人)を用い

る。資本は茂野 [22]に従い，事業管理費から人

件費を除いた残余であるその他事業管理費(千円

;以下，その他管理費と称す)とする。データは

『北海道農協要覧』より昭和57年度と平成3年度

を用いる。

相関分析に取り上げる指標は大別すると規模お

よび労働生産性である。規模指標を取り上げる理

由は，第一にこれまで農協が合併等による規模拡

大に取り組んできたが，規模と経営効率性が関連
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するか否かを吟味するためである。第二は茂野

[22]と小沢 [18]の既存研究と比較するためで

ある。両者の研究とも農協の規模と経営効率性と

の相関が認められないと指摘されていることから，

この点を北海道の酪農地帯でも確認できるかを見

る。農協は周知のように経営体と組織体の側面を

有しているため(註8)，経営面として見た規模

を事業総利益で，組織面における規模を正組合員

戸数で代表させた。規模と経営効率性との相関係

数の符号条件は，既存の研究成果を踏まえると正

ではあるが有意な相関は示さないと予想される。

労働生産性は，事業量を労働投入量で除した指

標とし，相関係数の計測には職員一人当たり事業

総利益(千円/人)を用いた。第20回大会では農

協の経蛍効率性を向上させるための条件として労

働生産性の向上を掲げている。そもそも経営効率

性とは，既存の生産要素を無駄なく使用すること

によって生産量を増大させ得るかを把握する概念

である。それゆえ予想される労働生産性と経営効

率性との相関は正であり，有意な相関を示すと考

える o

4.計測結果および考察

1 )経営効率性の計測結果

計測結果は表1の通りである(註 9)。まず同

表に示した各年度ごとの計測結果を見ていくと昭

和57年度における経営効率性(以下，効率値とす

る)の統計量は平均値0.8690，標準偏差0.1157，

最小値0.6389であり，効率値が1となる効率的農

協は44農協中12農協であった。一方，平成3年度

について効率値の統計量は平均値0.8403，標準偏

差0.1192，最小値0.6372で，効率的農協は44農協

中10農協であった(註10)。

以上の計測結果から効率値は若干下落したよう

に見受けられるが，効率値の平均値の差の検定を

行った結果値が-1.1460となり， 5 %水準で

有意差が認められなかった。このため統計的に両

年度の平均値には変化がなかったと言える。

両年度において効率値が上昇した農協は15農協

(35%)，逆に下落した農協は23農協 (53%)だ

け存在している。そこで昭和57年度の効率値から

得られた農協の効率値の順位が平成3年度の順位

に関連しているか否かを検討するため，両年度の
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表1 経営効率性の計測結果

統計量 昭和57年度 平成3年度

平均値 0.8690 0.8403 

標準偏差 0.1157 0.1192 

最大値 1.0000 1.0000 

最小値 0.6389 0.6372 

註)経営効率性は収穫一定を仮定し計測された技術効率性
である。

スピアマンの順位相関係数を求めた。その結果，

順位相関係数は0.4331となり， 5 %水準で有意と

なった。すなわち両年度の順位に対する独立性の

仮説は棄却され，サンプル全体としては昭和57年

度の順位が統計的に平成3年度の順位に関連性が

あることは否定できない。

2)経営効率性と規模および労働生産性の相関

係数の計測結果と考察

表2は経営効率値と規模および労働生産性との

相関係数の計測結果である。相関係数がゼロの帰

無仮説を検定する有意水準確率は 1-5%水準に

設定した。まず，効率値と規模および労働生産性

の相関係数は前節で予想した符号条件であること

が確認できる。

農協の規模(事業総利益，正組合員戸数)を見

ると昭和57年度と平成3年度はともに有意な相関

関係が認められない。これは茂野 [22]や小沢 [18]

の研究と同様に北海道の酪農地帯の農協において

も，農協の規模が大きいことが経営効率性に関連

しているわけではないことを意味している。

次に労働生産性を見ると効率値との相関係数は

表2 経営効率性と規模および労働生産性の相関係数

の計測結果

指標 統計量昭和57年度平成3年度

規
事業総利益 相関係数 0.1356 0.0936 
[千円] t 値 0.8871 0.6094 

模
正組合員戸数相関係数 0.2017 0.1560 
[戸] t 値 1.3349 1.0238 

産労 事業総利益 棺関係数 0.3211・ 0.3214・
性働 /職員数 値 2.1971 2.1966 

生 [千円/人]

註 1)* :有意水準 5%
註2)表中の「事業総利益Jとは事業全体の事業総利益の合
計値である。
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両年度とも0.3であり， 5 %で有意な正の相関が

得られた。このように労働生産性を高めることは，

経営効率性を高めることと密接に関連している。

今後，農協は経営効率性を上昇させる手段とし

てどのように労働生産性を向上させていくかが課

題とされているが，単に職員数を削減しただけで

は，職員の士気低下を招くおそれもある。従って，

いかに職員の士気や資質の向上を図っていくかが

今後の効率向上のための重要な課題と考えられる。

5.結 語

本稿では北海道の酪農地帯における総合農協の

経営効率性を昭和57年度と平成3年度の 2時点に

ついて分析し，以下の知見を得た。

第一に経営効率性はサンプルの平均値で見ると

昭和57年度が0.87，平成3年度は0.84であり若干

下落したものの，統計的には年度問の差は認めら

れなかった。また経営効率性の順位に関しては，

昭和57年度の順位と平成3年度の順位には有意な

正の相関関係が確認され，昭和57年度に経営効率

性の高い(低い)農協は平成3年度にも経営効率

性が高い(低い)傾向にあることが認められた。

第二に経営効率性と規模および労働生産性との

相関については，両年度とも規模(事業総利益と

正組合員数)との有意な相関は認められなかった

が，労働生産性とは有意な正の相関関係が認めら

れた。

註

(註 1)農協の労働生産性に関する研究は川村・万木

[ 9 Jがあり，この論文では農協の経済事業と民間の
サーピス業について労働生産性を比較し，農協の労働

生産性上昇の速度が遅く，近年低下していることが指

摘されている。また川村 [10Jは農協の全事業と主要

事業ことに労働生産性を計測し，時系列で類型(米型，

米以外型，都市型)別に生産性の変化を検討している。

(註2)小沢[18].長谷部他[7].近藤・出村 [14J

が挙げられる。

(註 3)酪農家を対象とした研究として主なものを列挙

すると金 [11].駒木 [12J，山本 [26]がある。

(註4)DEA法による経営効率性の分析は，多くの文
献で説明されているため，以下の記述は霞小限にとど

めた。 DEA法の図解による簡潔な説明は万根 [24，
25]を参照。
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(註 5)規模に関して収穫一定とした理由は規模に関し

て収穫可変を仮定すると，経営効率的な経営体の個数

が増加し，かえって経営体問の効率性格差が捉えにく

くなるためである。詳しくは万根 [25J pp. 58-59を

参照。

(註6)酪農地帯の農協をピックアップする基準として

全農産物に占める酪農産物の取扱高合計の割合が40%

以上に設定した理由は，この書IJ合を50%以上にすると

極端にサンプル数が減少するためである。

(註7)農協の事業活動は必ずしも事業総利益の最大化

が目的とはなっておらず，組合員の利益を大きくすれ

ば農協の利益は小さくなるトレードオフの関係にあり，

農協の労働生産性を大きくすると農家の利益を引き下

げることも考えられる。よって，事業総利益の大小が

経営効率性を決める要因となり，個々の農協が手数料

など農協の運営費を組合員からどの程度徴収するかが

経営効率性を左右するという見方もあるが，本稿では

農協が事業活動で得た利益は農協の内部留保となるば

かりでなく，組合員に還元されるシステムとなってお

り，農協の利益が直ちに組合員の利益を縮小させる関

係にあるとは考えない。茂野 [22]や小沢 [18]等，

従来の研究においても経営効率性と手数料や運営費の

関連性は分析されていない。

(註8)農協は組合員によって構成される組織体の側面

と各種事業を営む経営体の側面を有するため，これら

の特徴に応じて規模を考えることができる。組織体で

捉えるならば組合員(戸)数，経営体で捉えるならば

事業総利益が考えられるが，事業総利益と正組合員戸

数の相関係数は昭和57年度はo.72，平成3年度は0.83
(両年度とも 1%水準で有意)と高い。

(註9)異時点聞の経営効率性の変化を明示的に分析す

るには，生産フロンティアのシフトについて分析する

必要がある。しかし，生産フロンティアのシフ卜を

DEA法で明示的に分析することは，従来の研究にお
いても困難となっており，本稿では個々の農協の経営

効率性の変化については分析しない。

(註10)稲作地帯の農協を対象とした既存研究の経営効

率性の平均は，小沢 [18]が0.9600，長谷部他[7] 

が0.9412となっている。両者の研究の対象年は昭和63

年度であり，両者とも宮城県内の農協を分析したもの

である。ただし，長谷部他[7 Jは宮城県内の農協の
うち職員数が100人以上の大規模農協に分析対象を限

定している。北海道の稲作地帯を対象とした近藤・出

村 [14Jの経営効率値の平均値は昭和47年度が0.9152，

昭和57年度が0.9005，平成3年度が0.9152となってい

る。
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